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多地域システムにおける計量的な便益評価の代表的手法である空間的応用一般均衡（SCGE）モデルは，

標準的な定式化においては，基準均衡データとして国際産業連関表または地域間産業連関表を用いるが，

それがモデルにおける地域分割の制約となっていた．一方，産業活動がグローバル化した現在においては，

一国内の地域を細分化した枠組みでの交通政策評価ニーズが高まっている．こうした状況に対し，近年，

異なる空間スケールを整合的に扱った国際地域間産業連関表の整備が進んでいる．本研究は，国際地域間

産業連関表のフォーマットを前提として，国内・国際輸送のシステム改善の評価を整合的に分析可能な

SCGEモデルの標準形を構築する． 
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1.  はじめに 

 

標準的な空間的応用一般均衡（SCGE）モデルでは，

産業連関表の整備状況にモデルの適用対象が強く依存す

る．産業連関表の地域分割が細分化されることはSCGE

モデルの応用分析範囲も広げることとなる．交通システ

ム改善等による地域間交通抵抗の変化と地域間交易係数

との関係を整合的にモデル化した宮城・本部(1996)，

Bröcker(1998)は，地域分割されていない産業連関表を前

提としながら，多地域システムにおける地域間交通整備

の経済効果評価を可能とした先駆的研究であり，その後

のSCGEモデル発展に大きな影響を与えた． 

SCGEのモデリング技法発展の一方で，基準均衡デー

タ自身である産業連関表の整備においても作成技術が進

歩し，従来の一国一地域を前提とする国際産業連関表と，

一国を対象とする多地域産業連関表を接合した，国際地

域間産業連関表が誕生しつつある（石川 (2008)，

IDE(2007)）．特に，港湾や空港など国際輸送インフラ整

備の効果は，一国のどの地域におけるインフラ整備であ

るかによって変わりうるものであり，同様にどの地域へ

どのような効果が及ぶのかも変わりうる．事実，国際地

域間産業連関表のデータからも，同じ国内であっても，

地域が異なれば産業連関構造や他国との交易パターンが

異なることが示されている（石川(2008)）．また，国内

道路網や鉄道ネットワークなど，国内輸送インフラ整備

も国際貿易に影響を及ぼしうる．こうした分析において

はスケールの異なる空間分割単位を整合的にリンクした，

マルチスケール空間を対象とする手法が必要となる． 

水谷ら（2006）では，国際間産業連関表と地域間産業

連関表を利用して国際地域間SCGE分析を行っているが，

各々の産業連関表が整合しておらずアドホックな基準均

衡データとなっていること，地域分割されているのが特

定の一国（日本）のみであることという課題がある．米

本ら（2008）は，IDE(2007)の国際地域間産業連関表を基

準均衡データとして用いているので産業連関表としての

整合性は保証されているが，SCGEモデルの枠組みとし

て輸送マージンを明示的に扱えないGTAPモデルを採用

しており，輸送費用低下を輸送生産性の変化によって表

現している．このため，輸送費用や輸送時間の低下率な

どを生産性変化へと変換する際に，恣意的な扱いがなさ

れうるという課題がある． 

そこで本研究は，マルチスケール空間における基準均

衡データとして国際地域間産業連関表を用いることを前

提とした，国内および国際輸送システム改善による輸送

マージン低下の経済効果評価へ適用可能なSCGEモデル

の標準形を構築する．さらに，国際地域間産業連関表の

フォーマットを前提として，輸送マージン率等の簡便な

設定方法についても提案する． 



 

 

 

2.  国際地域間産業連関表の輸送マージン 
 

国際産業連関表および国際地域間産業連関表では，一

般的に，内生部門において，各国（各地域）の運輸産業

(Transportation sector)が産業部門として扱われる．また，

国際輸送・保険(International Freight & Insurance)および関

税・輸入税(Duties & import commodity taxes)については，各

国各産業部門別，各国各最終需要項目別に，内生部門の

行の下に記載される．本研究の第一の狙いは，SCGEモ

デルへの適用が容易となるように，これらの，独立した

行の情報として与えられる輸送マージンを，各国各地域

各産業の中間投入需要や最終需要と関連付け，いかなる

地域間産業間の取引にどれだけの輸送マージンが内包さ

れているかを明示的に表現できるデータを作成すること

である． 

対象とする産業連関表の国・地域分類について，財の

生産国の集合をR（産業部門の場合はSと表記，Rと同一

集合），その要素をr（産業部門の場合はs）により表し，

r国内に属する生産地域の集合をMr（産業部門の場合は

Ns，Mrと同一集合），その要素をm（産業部門の場合は

n）とする．同様に，財部門の集合をI（産業部門の場合

はJ，Iと同一集合），その要素をi（産業部門の場合は

j）とする． 

まず，運輸産業部門については，その運輸サービスが

供給されている地域を生産地とする財の需要に対して要

する輸送マージンと見なす．これを，同生産地域からの

財別需要額に応じて按分し，それぞれの財部門の需要に

内包される地域内輸送マージンとして扱う．したがって，

全てのr,m,s,n,i,jについて， 
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となる．tirmsnijはr国内m地域産i財のs国内n地域j産業の中

間投入需要にかかる地域内輸送マージン額，tfrmsniはr国

内m地域産i財のs国内n地域における最終需要にかかる地

域内輸送マージン額である．tirmsnjはs国内n地域j産業によ

るr国内m地域で供給される運輸部門の中間投入需要額，

tfrmsniはs国内n地域の家計により需要されるr国内m地域産

運輸部門サービスの最終需要額であり，元の産業連関表

から得られる値である．xrmsnijとfrmsniはそれぞれ，対応す

る中間投入額と最終需要額（最終需要項目は区別してい

ない）である．このように，供給元の国・地域が明示化

されている運輸部門のサービスは，国際輸送サービスと

は差別化し，供給地あるいは需要地における地域内輸送

にかかる輸送として考える． 

関税と国際貨物輸送は，中間投入や付加価値と区別さ

れた行に示されるので，これを国際輸送にかかるマージ

ンと考えて，国際地域間輸送マージンへと変換する．こ

れらは，国内交易には生じず，国際貿易の場合にのみか

かることに注意が必要である． 
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tiFrmsnijとtitax
rmsnijはそれぞれr地域産i財のs地域j産業の中間

投入需要にかかる国際輸送マージン額および輸入税，

tfFrmsniとtftax
rmsniはそれぞれr地域産i財のs地域の最終需要に

かかる国際輸送マージン額および輸入税である．地域内

輸送マージンと同様に，xrmsnijとfrmsniはそれぞれ，対応す

る中間投入額と最終需要額である．tiFrmsnjとtitax
rmsnjは，そ

れぞれs地域j産業の中間投入需要にかかる国際輸送マー

ジン額および輸入税であり，tfFrmsnとtftax
rmsnはそれぞれr地

域産i財のs地域の最終需要にかかる国際輸送マージン額

および輸入税であるが，これらはいずれも元の産業連関

表から得られる情報である． 

このようにして分解された各種マージン額が，元のマ

ージンを含まない中間需要および最終需要の一定比率で

あると仮定する．さらに，国際輸送マージンおよび輸入

税は，国内輸送マージンとは独立にかかると仮定して考

える．そうすることで，各種マージン率を算出すること

ができる． 
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ここで，
_ti rmsnij ，

_tf rmsni はそれぞれ，中間投入と

最終需要に対応する国内輸送マージン率，
_F rmsnijti

 ，

_F rmsnitf
 ，

_tax rmsnijti
 ，

_tax rmsnitf
 は，順に，中間投入

と最終需要に対応する国際輸送マージン率，中間投入と

最終需要に対応する輸入税率である．また，国内輸送マ

ージンと国際輸送および輸入税のマージン率が独立であ

るので，輸送にかかるマージンを含まない取引額と輸送

マージンを含む取引額の関係は，以下のように表される． 
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(14) 

さらに，ROW（Rest of the World）との貿易について，

元のデータでは，ROWへの輸出は最終需要項目の最終

列に，ROWからの輸入は国際貨物輸送や輸入税と同様

に付加価値の上の行に記載されている．本研究では

ROWとの貿易関係についてはSCGE分析の明示的な対象

としないため，これを簡便化して扱うために，ROW産

の財については競争輸入型となるように集計し，最終需

要項目において純輸出額として扱った．以上の処理で生

じた，需給バランスの誤差は，列方向の統計誤差として

処理することとした． 

このように，本研究では，産業連関表の中間投入需要

および最終需要における，実需要とそれらに内包される

輸送マージンを分割して取り扱うことが可能なように，

産業連関表のデータを加工した（表-1，表-2）．本研究

 

表-1  元の国際地域間産業連関表のひな形 

 s国 n地域 j産業 s国 n地域最終需要 ROW へ

の輸出 
統計 
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（運輸以外） 
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表-2  加工後の国際地域間産業連関表のひな形 
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… 

 
… 

Xrmi 

付加価値 Vsnj     
生産額 Xsnj     

 



 

 

の輸送マージンの想定方法はad hocなものであり，また，

データ加工の段階で産業連関表が本来保持していた経済

構造の情報を喪失している部分もあり，産業連関データ

として大きな課題を残すものである．しかし，こうした

処理はSCGEモデルの基準均衡データとしての取り扱い

を容易にすることを目的としたものであり，かつ国際地

域間産業連関表以外の情報を用いずに処理することを前

提としたものである．今後，後述するSCGEモデル設計

とは独立に，より適切な産業連関データの加工方法を検

討できる余地があるので，今後の研究課題としたい． 

 

3.  モデル 
 

(1)  モデルの概要と前提条件 

本章では，前章に示したような国際地域間産業連関表

が基準均衡データとして与えられたことを前提とした

SCGEモデルを構築する．本モデルは，上田編著3)で示さ

れるモデルと同様に，地域間の輸送マージンをIceberg型

費用として扱った多地域多産業システムの標準的な

SCGEモデルである．ただし，国際間の輸送マージンと

国内輸送のマージンの両方が考慮されている．具体的に

は，下記のような前提条件を設けている． 

・ モデルの対象とする国の一部あるいは全部の国は，

複数の地域に分割されている．明示的にモデルの対

象とならない国はROW(Rest Of the World)として扱う． 

・ 財・サービスの交易には輸送マージンを要する．同

地域内の需要であっても例外ではなく，国内輸送マ

ージンが必要とされる．輸送マージンは，Iceberg型費

用として扱い，需要される財の生産費用の一定割合

が輸送に要する費用となる． 

・ 国内所得移転と国際所得移転の実質値は，基準均衡

の状態で固定されていることとする．これらの貨幣

価値がニューメレールとなる． 

以下では，モデルの詳細について述べる． 

 

(2)  生産者行動 

生産技術の階層構造を図-1に示す． 

 

 

図-1 生産関数の階層構造 

 

s国のn地域に立地する部門jの産業は，生産要素であ

る労働と資本および中間財を投入して生産を行う．付加

価値と財別の合成中間投入に関してはLeontief型技術を

仮定する．生産要素は地域間移動不可能と想定し，それ

らの代替関係としてCobb-Douglas型技術を仮定する．そ

れぞれの財部門別中間投入に関して，生産国間と各々の

生産国内の生産地域間の代替について，Nested CES型技

術を仮定する． 

したがって，財の生産関数は， 
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である． 

ここで，各変数とパラメータの定義は，Xsnj: s国n地域

における産業jの生産，xsnij: s国n地域の産業jへの合成中

間財iの投入，Ysnj: s国n地域の産業jへの付加価値投入，



 

 

lsnj: s国n地域の産業jへの労働投入，ksnj: s国n地域の産業j

への資本投入，xrsnij: s国n地域の産業jへのr国産合成中間

財iの投入，xrmsnij: s国n地域の産業jへのr国m地域産中間財

iの投入，asnij, aYsnj: 投入係数，sj: 付加価値生産のスケ

ールパラメータ，snij，rsnij:中間財合成のスケールパラ

メータ，snj，rsnij，rmsnij:シェアパラメータ，XR，XM: 

代替弾力性である． 

付加価値一単位あたりの生産費用最小化問題より，単

位要素需要関数は 
1

1

1

snj snj

snj snj snj
snj

snj snj snj snj

w r
cl

w

 


  


   

          
 (22) 

1
11

1

snj snj

snj snj snj
snj

snj snj snj snj

w r
ck

r

 


  


   

          
 (23) 

となる．なお，wsn: s国n地域の労働価格，rsn: s国n地域

の資本価格である．また，財別中間投入について，下層

の生産国別生産地域間中間財合成において，単位合成財

生産あたり費用最小化問題より，そのシャドウプライス

として合成価格指数PIrsnijが得られる． 

    
1

11

1

1
XMXMXM

r

rsnij
rsnij

rmsnij rmsnij rmi
m M

PI

p




 




 

 
 

 
  

(24) 

ただし，prmi: r国m地域産i部門財の生産地価格である．

さらに，上位階層の財別生産国間中間財合成において，

単位合成財生産あたり費用最小化問題より，そのシャド

ウプライスとして合成価格指数PIsnijが得られる． 

   
1

111 XRXR XR

snij rsnij rsnij
r Rsnij

PI PI
 








    
  (25) 

以上より，完全競争市場における，s国n地域の産業j

が生産する財の価格psnijについて，以下の方程式が得ら

れる． 

   snj Ysnj snj snj snij snij
i I

p a cl ck a PI


    (26) 

 

(3)  家計行動 

家計の効用関数として，図-2に示す3階層のnested CES

関数を仮定する． 

 

図-2 効用関数の階層構造 

 

したがって，s国n地域の家計の効用関数Usnは，以下のよ

うに定式化される． 
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ここで，fsni: s国n地域での部門iの合成財消費，frsni: s国n

地域でのr国産部門iの合成財消費，frmsni: s国n地域でのr

国m地域産部門i財の消費，sni，rsni:消費財合成のスケ

ールパラメータ，snj，rsnij，rmsnij:シェアパラメータ，FI，

FR，FM: 代替弾力性である． 

家計の所得制約は，以下の式で定義される． 

sn sn sn sn sn sn snDI w L r K NY VROW     (33) 

ここで，DIsn: s国n地域の家計消費に充当可能な可処分

所得，Lsn: s国n地域における労働力保有量，Ksn: s国n地

域における資本ストック保有量である．また，NYsnは

ROWを除く地域外からの所得移転受取であり，本分析

では域際収支バランスを保持するために，これを基準均

衡状態の値で固定し，前提条件で述べたようにニューメ



 

 

レールの役割を果たす．NYsnは域内地域間のみの地域収

支であるため， 

0
s

sn
s S n N

NY
 

 
   

(34) 

の関係が成り立つ．VROWsnは，ROWからの所得移転受

取額であり，r国m地域産i部門のROWへの純輸出額

VROWrmiの和に負符号を付けた値と等しくなる． 

rm rmi
i

VROW VROW 
  

(35) 

VROWrmiもNYsnと同じ価格単位において，基準均衡状

態の値で固定されていることとして扱う．したがって，

VROWsnも固定値となる． 

家計の効用最大化問題は，段階的に解が導出される．

まず，最下層の生産国別生産地域間消費財合成において，

単位合成財消費あたり費用最小化問題より，そのシャド

ウプライスとして合成価格指数PIFrsniが得られる． 

    
1
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1
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FMFM
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 


(36) 

同様に，生産国間消費財合成において，単位合成財消費

あたり費用最小化問題より，そのシャドウプライスとし

て合成価格指数PIFsniが得られる． 

   
1

111 FR
FR FR

Fsni rsni Frsi
r Rsni

PI PI
 






    


 

(37) 

さらに，最上位階層の財部門間消費財合成における，

効用最大化問題から，s国n地域家計の部門i財の合成消

費需要fsniが得られる． 

 
1

1

FI
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sni
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DI PI
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(38) 

部門iの合成消費財1単位あたり生産国別合成消費財の需

要cfrsniは， 

1
FR

FR FRrsni
rsni sni Fsni

Frsni

cf PI
PI


    

  
   

(39) 

であり，r国産部門iの合成消費財1単位あたり消費需要

cfrmsniは，次のように導出される． 

 
1

1

FM

FM FMrmsni
rmsni rsni Frsni

Frmsni rmi

cf PI
p



  


 
   

(40) 

よって，s国n地域家計による，r国m地域産部門iの最

終消費財需要frmsniは， 

rmsni rmsni rsni snif cf cf f  
  

(41) 

となる． 

 

(4)  市場均衡 

生産活動における中間投入財の費用最小化問題より，

部門iの合成中間投入財1単位あたり生産国別合成中間投

入財の需要cxrsnijとr国産部門iの合成中間投入財1単位あた

り生産地域別中間投入財の需要cxrmsnijが得られている． 
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(43) 

したがって，s国n地域j産業による，r国m地域産部門i

の中間投入財需要xrmsnijは， 

rmsnij rmsnij rsnij snij snjx cx cx a X
 

(44) 

である．これらの関係より，財市場均衡は以下の式によ

り表される． 

 

 

1

1

rmi rmsnij rmsnij
n N s S j J

Frmsni rmsni rmi
n N s S
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f ROW
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(45) 

 
ただし，各国各地域における域際収支バランス条件のた

め，ROWへの純輸出の実物量ROWrmiは，各々の純輸出

額（前提条件より固定値）を生産地価格で除した値とし

て与えられることとする． 

rmi
rmi

rmi

VROW
ROW

p
   

(46) 

本モデルでは，規模に関して収穫一定の生産技術を仮

定しているので，産業部門は財の需要に応じた生産を行

うこととなり，財市場の均衡が常に満たされている．こ

のため，市場の均衡条件として意味を持つのは，以下の

要素市場の均衡のみであり，これらを満足する要素価格

の組み合わせが，一般均衡の状態を表すこととなる． 

 sn snj Vnj snj
j J

L cl a X sn


   
(47) 

 sn snj Vnj snj
j J

K ck a X sn


   
(48) 

 

4.  数値例：輸送マージン低下の影響評価 
 

(1)   利用データ 



 

 

本研究では，2000年日中地域間アジア国際産業連関表

（IDE(2007)）を基準均衡データとして，国間ではなく，

国内の一部地域同士の交通条件が変化した場合における

国際地域間への経済的影響の分析を，モデルの数値実験

として実施する．すなわち，本分析は現実の運輸政策を

精緻に反映した政策シナリオを適用しているのではなく，

概念的な外生シナリオを基に，モデルパフォーマンスの

検討を目的としたものである． 

分析結果を俯瞰しやすくするため，産業部門分類と地

域分類については，表-3のように3産業部門，日本3地域，

中国2地域へと集計化した．また，本モデルでは，最終

需要項目と付加価値項目についても単純化されているの

で，これらについても表-3のとおり集計化している． 

 

(2)   地域間輸送マージン率低下による経済影響の分析 

数値分析のシナリオとして，九州地域において国際イ

ンフラ整備が実施されたこと等を想定し，九州地域と韓

国＆台湾，中国沿岸部との間の国際輸送マージンが，中

間需要と最終需要の前産業部門において5％低下した状

況を仮定する．代替弾力性の値は，中間需要と最終需要

のどちらも，国間では2（XR，FR），国内地域間では3

（XM，FM）とし，最終需要における部門間代替弾力性

は0.8（FI）とした． 

 

表-3 国・地域別便益 

国・地域 便益 
(1000US$) 

東日本 15,233 
中部＆西日本 32,272 

九州 79,174 
中国沿岸部 34,841 
中国内陸部 -1,777 
韓国＆台湾 27,346 

ASEAN5 1,747 
USA -1,566 

 

このシナリオを適用した場合における，各国各地域の

便益を表-3に示す．輸送マージン減少が直接的に影響す

る九州，中国沿岸部，韓国＆台湾においては正の便益が

生じており，予想されうる結果となっている．また，東

日本と中部＆西日本，ASEAN5の各地域においても便益

が正であり，九州地域における国際インフラ整備の恩恵

を享受するであろうということを示唆している．一方で，

中国沿岸部とUSAでは負便益が生じており，輸送環境変

化によって他地域産財に対する価格競争力の相対的低下

をもたらしたと考えられる． 

これらの分析結果自体は，弾力性のパラメータ設定も

政策シナリオの設定も仮想的なものであるため，大きな

政策的含意を持つものではない．着目すべき点は，日本

の3地域で便益がそれぞれ計測されていること，さらに

中国においては沿岸部と内陸部で便益の正負さえも異な

っていることから，一国内の地域を分割しない分析手法

では得られなかった知見が導出されうるということであ

る．  

 

5.  おわりに 

 

本研究は，国際地域間産業連関表のフォーマットを前

提として，輸送マージン率等の簡便な設定方法と，国内

輸送および国際輸送のシステム改善の評価を整合的に分

析可能なSCGEモデルの標準形を提案した． 

局地的な交通政策がそれぞれの地域に及ぼす影響を把

握するにあたっては，国内地域間での経済構造の差異を

無視すると，ミスリードを導く可能性がある．国際地域

間産業連関表の存在は，単にそれぞれの地域の産業連関

 

表-4 産業部門分類 

⇒

→
→
→
→

→

北海道
東北
関東
中部 →
近畿 →
中国 →
四国 →
九州 → 九州
東北
華北
華中
華南
華東
西北
西南

→
→

→

→

→

東日本

中国
韓国＆台湾
ASEAN5

地域（18地域⇒８地域）

集約前

USA

国（５カ国⇒５カ国）

集約後

日本
中国

韓国＆台湾
ASEAN5
USA

日本

日
本

→ 沿岸部
中
国

中
国

内陸部→

中部＆西日本

日
本

→

韓国＆台湾
ASEAN5
USA

韓国＆台湾
ASEAN5
USA

産業（10産業⇒３産業）
農林水産業

鉱業
家庭向け製造業

二次産業

商業

運輸業

サービス業

一次産業

建設業

一次製造業
二次製造業

電気・ガス・水道 三次産業

三次産業
or

運輸コスト

→

→

在庫純増

→ （代表的）家計

消費主体（４主体→１主体）
家計
政府

総固定資本形成

 



 

 

構造を示すという役割だけではなく，よりきめ細かい政

策効果分析の可能性を広げるという意味も持つ． 

なお，本研究は，科学研究費補助金（基盤

(C)22560538）による助成を受けたものである．ここに記

して謝意を表したい． 
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